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　県外転入総件数は 10,945件で、うち「家族と同居」が 2,520件(23.0％ )と最も多く、

次いで「転勤」2,291件(20.9％ ) 、「転業・転職」1,925件(17.6％ )などとなっている。

　県外転入のうち、「仕事の関係」（「転勤」「転業・転職」「就職」「家業後継」の合計）

で移動した件数は 5,514件(50.4％ )であった。

　平成20年から24年までの移動理由割合の推移をみると、平成24年は「仕事の関係」が

前年を6.0ポイント上回って4年ぶりに50％超となっている。
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　県内移動の移動理由を男女別にみると、男は総件数 4,154件のうち「転勤」が 1,448

件(34.9％ )で最も多いが、これに続くのは「家族と同居」596件(14.3％ ) 、「住宅事情」

586件(14.1％ )など「仕事の関係」以外の理由となっている。

　女では総件数 3,626件のうち「結婚・離婚」が 1,590件(43.8％ )で最も多く、次い

で「家族と同居」525件(14.5％ ) 、「転勤」334件(9.2％ )などとなっている。上位二つ

の移動理由割合を合計すると58.3％となり、「仕事の関係」以外の理由で過半数となっ

ている。

　また、移動理由割合について男女を比較すると、男女差が最も大きいのは「結婚･離婚」

で、女が男を30.4ポイント上回っている。
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（「年齢不詳」を除く）。
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　男では、総件数 6,630件のうち最も多いのは「就職」で 2,766件（41.7％）、以下「転

勤」、「進学・卒業等」などとなっている。なお、「仕事の関係」の合計は 71.8％と非常

に高くなっている。

　女では、総件数 5,648件のうち最も多いのは「就職」で 2,234件（39.6％）、以下「進

学・卒業等」、「結婚・離婚」などとなっている。

　男女とも「進学・卒業等」が上位に入っているが、男女の割合を比較すると、女（21.6％）

が男（16.9％）を4.7ポイント上回っている。
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　移動総件数 12,344件について年齢階級別にみると、「20～24歳」が 4,331件（35.1％）

で最も多く、以下「15～19歳」の 3,134件（25.4％）、「25～29歳」の 1,631件（13.2％）

となっている。この上位３階級（15～29歳）の合計は 9,096件で、総件数の 73.7％を

占めている。

　転出件数の上位３階級の移動理由割合をみると、「20～24歳」及び「25～29歳」で最

も高いのは「就職」となっており、特に「20～24歳」ではその割合が 63.6％と高くなっ

ている。また、「15～19歳」では「進学・卒業等」が 51.9％で最も高く、次いで「就職」

が 44.5％で続き、この二つの合計で 96.4％に上っている。

（「年齢不詳」を除く）。
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　仕事の関係で県外へ転出した者のうち、「転勤」を除いた数は 6,829件となっており、県

外転出総件数（15,240件）の 44.8％を占めている。

　移動前後の就業状態をみると、1,445人であった就業者数が移動後は 6,594人となり、就

業者数は移動後に約4.6倍へと増加している。

　移動前後の就業状態を産業別にみると、全産業において移動後に就業者数が増加しており、

特に第３次産業では約5.3倍の大きな増加となっている。また、事業別に就業状態をみた場合、

農業を除いた全ての事業で増加しており、増加数が最も多いのは「サービス業」で 2,140人、

次いで「製造業」の 894人、「卸売・小売業、飲食店」の 613人などとなっている。

　なお、移動前に非就業者であった 5,290人のうち、 5,244人が転出後に就業している。

　この 5,244人の移動後の就業状態をみると、産業別では第３次産業が 3,953人（74.7％）

で最も多く、以下第２次産業が 1,265人（23.9％）、第１次産業が 26人（0.5％）となって

いる。また、事業別では「サービス業」が 2,107人（39.8％）で最も多く、次いで「製造業」

の 975人（18.4％）、「卸売・小売業、飲食店」の 649人（12.3％）などとなっている。
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